
 

 

 

  令和８年栗山町議会定例会 

 

９月定例会議議案 

 

 

 

 

 

 
 

 

開会 令和８年９月１０日 

栗 山 町 議 会 議 場 

 



令和８年栗山町議会定例会 

９月定例会議 

 

議 事 日 程 

 
       令 和 ８ 年 ９ 月 １ ０ 日 

午 前 ９ 時 ３ ０ 分 開 議 

日 

程 

議  案 

番  号 
議 件 名  結 果 

１  会議録署名議員の指名  

２  議会運営委員会報告  

３  
諸般の報告 

 ①会 務 報 告 
 

   ②監 査 報 告  

４  行 政 報 告  

５  一 般 質 問  

６ 
議 案 

第１６号 
令和８年度栗山町一般会計補正予算（第２号）  

７ 
議 案 

第１７号 

令和８年度北海道介護福祉学校特別会計補正予算  

（第２号） 
 

８ 
議 案 

第１８号 

令和８年度栗山町介護保険特別会計補正予算 

（第１号） 
 

９ 
認 定 

第 １ 号 

令和７年度栗山町一般会計歳入歳出決算の認定  

について 
 

10 
認 定 

第 ２ 号 

令和７年度栗山町国民健康保険特別会計歳入 

歳出決算の認定について 
 



 

11 
認 定 

第 ３ 号 

令和７年度北海道介護福祉学校特別会計歳入 

歳出決算の認定について 
 

12 
認 定 

第 ４ 号 

令和７年度栗山町介護保険特別会計歳入歳出 

決算の認定について 
 

13 
認 定 

第 ５ 号 

令和７年度栗山町後期高齢者医療特別会計歳入 

歳出決算の認定について 
 

14 
認 定 

第 ６ 号 

令和７年度栗山町住宅団地造成事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 
 

15 
認 定 

第 ７ 号 

令和７年度栗山町工業団地造成事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 
 

16 
認 定 

第 ８ 号 

令和７年度栗山町水道事業会計決算の認定に 

ついて 
 

17 
認 定 

第 ９ 号 

令和７年度栗山町下水道事業会計決算の認定に  

ついて 
 

18 
報 告 

第 ６ 号 
令和７年度栗山町健全化判断比率について  

19 
報 告 

第 ７ 号 
令和７年度栗山町資金不足比率について  

20 
報 告 

第 ８ 号 
放棄した債権の報告について  

21 
報 告 

第 ９ 号 
令和７年度栗山町内部統制評価報告について  

22 
報 告 

第１０号 

令和７年度一般財団法人栗山町農業振興公社 

決算の報告について 
 

23 
議 案 

第１９号 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
の運営に関する基準を定める条例の一部を改正す
る条例 

 

24 
議 案 

第２０号 

栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する  

基準を定める条例等の一部を改正する条例 
 

 



 

25 
議 案 

第２１号 

栗山町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に  

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 
 

26 
議 案 

第２２号 

栗山町乳児等通園支援事業の設備及び運営に  

関する基準を定める条例の一部を改正する条例  
 

27 
議 案 

第２３号 
栗山町景観条例の一部を改正する条例  

28 
議 案 

第２４号 
日赤橋橋梁架換工事の請負契約について  

29 
同 意 

第 １ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任について  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



会 務 報 告 
 

8 月 7 日 

〃日 

〃日 

 

10 日 

〃日 

17 日 

18 日 

 

20 日 

24 日 

 

25 日 

27 日 

 

28 日 

 

議会運営委員会を委員会室で開催した。 

栗山町中国人殉難者供養会に議長が出席した。 

栗山町高校問題協議会において栗山高校の間口維持に関する要望

に議長が出席した。              （於 札幌市）       

総務教育常任委員会を委員会室で開催した。 

NEO 議員の学校を議場にて開催した。 

総務教育常任委員会を委員会室で開催した。 

北海道町村議会議長会主催議会広報研修会に広報広聴常任委員会

委員長外 5 名が出席した。           （於 札幌市） 

令和 8 年度栗山町戦没者追悼式に議長が出席した。 

空知町村議会議長会第 3 回三役会議・第 3 回役員会へ議長が出席

した。                   （於 秩父別町） 

全員協議会を議員控室にて開催した。 

令和 8 年度栗山地区防犯協会定期総会に議長に代わり副議長が出

席した。 

令和 8 年度第 1 回栗山秋まつり実行委員会に議長に代わり副議長

が出席した。                    

 

 



議 案 の 提 出 に つ い て 

 

令和８年栗山町議会定例会９月定例会議に議案第１６号から議案第２４号まで及び認

定第１号から認定第９号まで及び報告第６号から報告第１０号まで並びに同意第１号を別

紙のとおり提出する。 

 

令和８年９月１０日 

 

 

 

 栗山町議会議長  鵜  川  和  彦  様 

 

 

                       栗山町長 佐々木   学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ３条 地方 債の 変 更 、 追加 は 、 「第３表 地方債の補正」に よる。○○○○○○○ ○○

　議　案　第　１　６　号

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

令 和 ８ 年 度 栗 山 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ８ 年 度 栗 山 町 一 般 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ３ ６ ， ９ １ ６ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ １ ， ４ ４ ７ ， １ １ ８ 千 円 と す る 。

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ３条 地方 債の 変 更 、 追加 は 、 「第３表 地方債の補正」に よる。○○○○○○○ ○○

（ 繰 越 明 許 費 )

第 ６ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る こ と が

で き る 経 費 は 、 「 第 ４ 表 繰 越 明 許 費 」 に よ る 。
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第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

11 地方交付税 4,070,000 125,532 4,195,532

1 地方交付税 4,070,000 125,532 4,195,532

13 分担金及び負担金 73,136 2,375 75,511

1 負担金 73,136 2,375 75,511

15 国庫支出金 1,401,181 3,697 1,404,878

2 国庫補助金 738,390 3,037 741,427

3 委託金 22,483 660 23,143

16 道支出金 777,598 42,984 820,582

2 道補助金 398,347 42,984 441,331

18 寄附金 329,542 7,310 336,852

1 寄附金 329,542 7,310 336,852

19 繰入金 517,355 △211,654 305,701

1 基金繰入金 517,104 △211,654 305,450

20 繰越金 100,000 224,506 324,506

1 繰越金 100,000 224,506 324,506

21 諸収入 338,454 17,566 356,020

5 雑入 200,358 17,566 217,924

22 町債 1,473,000 24,600 1,497,600

1 町債 1,473,000 24,600 1,497,600

歳　　入　　合　　計 11,210,202 236,916 11,447,118
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     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

2 総務費 2,361,151 124,844 2,485,995

1 総務管理費 2,318,553 124,844 2,443,397

3 民生費 2,267,924 23,281 2,291,205

1 社会福祉費 1,560,895 19,101 1,579,996

2 児童福祉費 706,859 3,520 710,379

3 国民年金費 170 660 830

5 労働費 12,424 - 12,424

1 労働費 12,424 - 12,424

6 農林水産業費 534,091 42,900 576,991

1 農業費 466,442 42,900 509,342

7 商工費 255,061 1,308 256,369

1 商工費 255,061 1,308 256,369

8 土木費 1,989,921 16,946 2,006,867

4 都市計画費 284,216 16,946 301,162

10 教育費 1,030,900 4,383 1,035,283

1 教育総務費 289,432 1,007 290,439

2 小学校費 115,258 328 115,586

3 中学校費 57,101 480 57,581

4 社会教育費 220,907 1,226 222,133

5 保健体育費 348,202 1,342 349,544

13 諸支出金 4,782 23,254 28,036

1 償還金及び還付加算金 4,782 23,254 28,036

歳　　出　　合　　計 11,210,202 236,916 11,447,118
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１. 変　　　　更

限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

償 還 の
方 法

1. 日出生活館建設事業債 43,500 45,900

2. スクールバス購入事業債 61,100

3. 円山地域文化センター外壁改修事業債 8,700

4. 公金収納デジタル化事業債 1,400

5. 街路灯整備事業債 2,000

6. 社会福祉協議会補助事業債 9,000

7. 子ども医療費助成事業債 17,000

8. 私立保育所運営補助事業債 18,000

9. 児童センター玄関前改修事業債 3,500

10. 定期予防接種事業債 9,000

11. 栗山赤十字病院改築等事業債 213,600

12. ごみ収集車購入事業債 14,100

13. 環境センター管理棟屋上防水改修事業債 2,000

14. 御園南部地区経営体育成基盤整備事業債 1,000

15. 富士地区経営体育成基盤整備事業債 500

16. 御園北部地区経営体育成基盤整備事業債 6,600

17. 円山地区経営体育成基盤整備事業債 3,700

18. 御園中部地区経営体育成基盤整備事業債 12,500 10,100

19. 緊急浚渫推進事業債 32,800

20. 商店街振興対策事業債 3,000

21. 中小企業相談所支援事業債 8,000

22. 湯地継立線道路改良事業債 100,200

23. 橋梁長寿命化修繕事業債 67,600

24. 中央通り舗装補修事業債 22,300

25. 旭台第３支線道路整備事業債 81,100

26. 継立南学田線道路改良事業債 61,300

利　率
償　還　の

方　法
利　率

第３表　地方債の補正

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

普通貸借・
証券発行及
び証書借入

補正前
に同じ

3.8％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

30年以内
（うち据置
5年以内）
の半年賦ま
たは年賦元
利均等償還
及び半年賦
または年賦
元金均等償
還、ただし
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し、も
しくは繰上
償還するこ
とができ
る。

補正前
に同じ

6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

償 還 の
方 法

27. 中央通り歩道改修事業債 7,900

28. 松風１線道路改良事業債 18,100

29. 松風３号線道路改良事業債 16,600

30. 松風東通り道路改良事業債 18,300

31. 中央５線道路改良事業債 22,500

32. 中央１１線道路改良事業債 19,600

33. 朝日１２号線道路改良事業債 28,200

34. 継立南学田線舗装補修事業債 17,700

35. 荒山線舗装補修事業債 9,800

36. 大井分線舗装補修事業債 13,400

37. 継南通り改修事業債 2,900

38. 北学田橋橋梁整備事業債 8,400

39. 湯地川トラフ改修事業債 2,800

40. 都市公園施設更新事業債 37,500 53,300

41. 公営住宅建設事業債 326,800

42. 災害用ドローン整備事業債 1,800

43. 消防団施設用除雪機整備事業債 3,400

44. 高機能消防指令センター整備事業債 56,800

45. 外国語教育推進事業債 5,400

46. 特別支援教育推進事業債 6,000

47. 学校給食設備整備事業債 27,400

48. 町民球場スタンド内部防水改修事業債 7,000 8,300

49. 角田農村環境改善センター空調設備整備事業債 1,600

50. 南部公民館空調設備整備事業債 1,700

51. 角田幹線排水路護岸改修事業債 700

52. ＧＰＳ除雪管理システム整備事業債 7,200

利　率
償　還　の

方　法
利　率

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

補正前
に同じ

普通貸借・
証券発行及
び証書借入

3.8％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

補正前
に同じ

6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

30年以内
（うち据置
5年以内）
の半年賦ま
たは年賦元
利均等償還
及び半年賦
または年賦
元金均等償
還、ただし
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し、も
しくは繰上
償還するこ
とができ
る。

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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２. 追　　　　加 （単位：千円）

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法起 債 の 目 的 限 度 額

普通貸借・証
券発行及び証
書借入

6.0％以内 （ただし、利率
見直し方式で借り入れる資
金について、利率見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

7,500

30年以内（うち据置5年以
内）の半年賦または年賦元
利均等償還及び半年賦また
は年賦元金均等償還、ただ
し町財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮
し、もしくは繰上償還する
ことができる。aaaaaa

53. 作業員詰所等整備事業債
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歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 説明

目

⑪ 地方交付税 4,070,000 125,532 4,195,532

1 地方交付税 4,070,000 125,532 4,195,532

1 地方交付税 4,070,000 125,532 4,195,532 1 普通交付税 125,532

⑬ 分担金及び負担金 73,136 2,375 75,511

1 負担金 73,136 2,375 75,511

4 農林水産業費 8,550 2,375 10,925 1 農業費負担金 2,375 道営農地整備事業御園中部地区受益者負担金

負担金

⑮ 国庫支出金 1,401,181 3,697 1,404,878

2 国庫補助金 738,390 3,037 741,427

2 民生費国庫補 61,348 3,037 64,385 1 社会福祉費補 2,102 地域診療情報連携推進費補助金

助金 助金

2 児童福祉費補 935 地域診療情報連携推進費補助金

助金

3 委託金 22,483 660 23,143

2 民生費国庫委 3,105 660 3,765 1 社会福祉費委 660 国民年金事務委託金追加

託金 託金

⑯ 道支出金 777,598 42,984 820,582

2 道補助金 398,347 42,984 441,331

2 民生費道補助 57,125 600 57,725 1 社会福祉費補 600 地域づくり総合交付金

金 助金

4 農林水産業費 307,703 42,384 350,087 1 農業費補助金 42,384 畑地化促進事業補助金 382

道補助金 麦類生産技術向上事業補助金 42,002

⑱ 寄附金 329,542 7,310 336,852

1 寄附金 329,542 7,310 336,852

1 寄附金 329,542 7,310 336,852 1 総務寄附金 6,510 一般寄附金追加 1,000

企業版ふるさと応援寄附金追加 5,510

2 社会福祉寄附 400

金

3 教育寄附金 400

⑲ 繰入金 517,355 △ 211,654 305,701

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書

区分 金額
補正前予算額 補正予算額 計
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款 節     

項 説明

目

⑲ 1 基金繰入金 517,104 △ 211,654 305,450

1 財政調整基金 264,723 △ 211,654 53,069 1 財政調整基金 △ 211,654

繰入金 繰入金

⑳ 繰越金 100,000 224,506 324,506

1 繰越金 100,000 224,506 324,506

1 繰越金 100,000 224,506 324,506 1 前年度繰越金 224,506

㉑ 諸収入 338,454 17,566 356,020

5 雑入 200,358 17,566 217,924

2 雑入 200,353 17,566 217,919 2 雑入 17,566 移転補償費 5,533

クロム処理対策負担金追加 262

過年度子どものための教育・保育給付費国庫負担金 11,504

過年度障害児入所給付費等道費負担金 167

ネーミングライツ料 100

㉒ 町債 1,473,000 24,600 1,497,600

1 町債 1,473,000 24,600 1,497,600

1 総務債 114,700 9,900 124,600 1 総務管理債 9,900 日出生活館建設事業債追加 2,400

作業員詰所等整備事業債 7,500

4 農林水産業債 37,300 △ 2,400 34,900 1 農業債 △ 2,400 御園中部地区経営体育成基盤整備事業債減額

6 土木債 910,700 15,800 926,500 3 都市計画債 15,800 都市公園施設更新事業債追加

8 教育債 49,100 1,300 50,400 4 保健体育債 1,300 町民球場スタンド内部防水改修事業債追加

補正前予算額 補正予算額 計
区分 金額

- 7 -

- 8 -



歳　　出
款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

② 総務費 2,361,151 124,844 2,485,995 9,900 7,172 107,772

1 総務管理費 2,318,553 124,844 2,443,397 9,900 7,172 107,772

1 一般管理費 96,331 86,767 183,098 86,767 24 積立金 86,267 減債基金積立金

25 寄附金 500 熊本地震災害義援金

4 財産管理費 38,263 7,853 46,116 7,500 353 10 需用費 947 修繕料

建物追加

14 工事請負費 6,906 作業員詰所等整備工事追加 4,926

役場庁舎空調設備更新工事 1,980

5 町有林管理 31,222 3,710 34,932 5,410 △1,700 10 需用費 66 消耗品費

費 事業用

24 積立金 3,644 森林（もり）づくり基金積立金追加

6 財政調整基 4,397 1,500 5,897 1,500 24 積立金 1,500 財政調整基金積立金追加

金費

12 企画費 75,942 2,332 78,274 2,400 △68 14 工事請負費 2,332 日出生活館建設工事追加

13 公害対策費 6,577 785 7,362 262 523 18 負担金補助 785 補助金

及び交付金 民有地クロム処理対策事業追加

17 職員給与費 1,320,110 19,969 1,340,079 19,969 18 負担金補助 19,969 負担金

及び交付金 北海道市町村職員退職手当組合追加

18 バス路線維 171,076 867 171,943 867 12 委託料 867 町営バス運行業務追加

持費

23 新型コロナ 15,720 1,061 16,781 1,061 18 負担金補助 1,061 補助金

ウイルス感 及び交付金 経済環境変化対応資金保証料補給追加

染症対策費

③ 民生費 2,267,924 23,281 2,291,205 4,297 △100 19,084

1 社会福祉費 1,560,895 19,101 1,579,996 2,702 △100 16,499

1 社会福祉総 448,027 14,896 462,923 600 △100 14,396 11 役務費 136 通信運搬費

務費 郵便料追加

19 扶助費 14,760 特別冬期生活支援金

3 ひとり親家 4,185 1,870 6,055 935 935 12 委託料 1,870 医療費助成オンライン資格確認システム構築

庭等福祉費

一般財源 区分 金額
補正前予算額 補正予算額 計

- 9 -
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款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

③ 1 4 心身障害者 643,098 2,335 645,433 1,167 1,168 12 委託料 2,335 医療費助成オンライン資格確認システム構築

福祉費

2 児童福祉費 706,859 3,520 710,379 935 2,585

1 児童福祉総 256,687 1,870 258,557 935 935 12 委託料 1,870 医療費助成オンライン資格確認システム構築

務費

2 保育所運営 393,912 1,650 395,562 1,650 12 委託料 1,650 樹木伐採剪定撤去業務

費

3 国民年金費 170 660 830 660

1 国民年金費 170 660 830 660 12 委託料 660 年金システム改修

⑤ 労働費 12,424 - 12,424 200 △200

1 労働費 12,424 - 12,424 200 △200

1 労働総務費 4,275 - 4,275 200 △200

⑥ 農林水産業費 534,091 42,900 576,991 42,384 △2,400 2,375 541

1 農業費 466,442 42,900 509,342 42,384 △2,400 2,375 541

2 農業総務費 10,594 516 11,110 516 14 工事請負費 516 緊急銃猟用資材保管庫建設工事追加

3 農業振興費 335,368 42,384 377,752 42,384 18 負担金補助 42,384 補助金

及び交付金 畑地化促進事業 382

麦類生産技術向上事業 42,002

4 総合土地改 85,502 - 85,502 △2,400 2,375 25

良事業費

⑦ 商工費 255,061 1,308 256,369 1,308

1 商工費 255,061 1,308 256,369 1,308

1 商工振興費 161,840 1,308 163,148 1,308 18 負担金補助 1,308 補助金

及び交付金 空き地空き店舗活用支援事業

⑧ 土木費 1,989,921 16,946 2,006,867 15,800 5,533 △4,387

4 都市計画費 284,216 16,946 301,162 15,800 5,533 △4,387

2 公園管理費 118,825 8,393 127,218 15,800 △7,407 14 工事請負費 8,393 都市公園施設更新工事追加

3 墓園事業費 2,701 2,420 5,121 2,420 12 委託料 2,420 栗山町墓園入口拡幅測量調査等

5 都市計画整 - 6,133 6,133 5,533 600 14 工事請負費 5,533 道路標識移設工事

備費 18 負担金補助 600 負担金

及び交付金 馬追橋開通式等実行委員会

金額
補正前予算額 補正予算額 計

一般財源 区分

- 10 -



款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

⑩ 教育費 1,030,900 4,383 1,035,283 1,300 400 2,683

1 教育総務費 289,432 1,007 290,439 400 607

4 教育諸費 63,377 242 63,619 242 12 委託料 242 外部通報窓口業務

5 学園費 94,206 365 94,571 365 27 繰出金 365 北海道介護福祉学校特別会計繰出金追加

7 学校経営改 56,753 400 57,153 400 24 積立金 400 栗山高校女子野球部支援基金積立金追加

善費

2 小学校費 115,258 328 115,586 328

1 学校管理費 78,032 328 78,360 328 10 需用費 328 修繕料

建物追加

3 中学校費 57,101 480 57,581 480

1 学校管理費 34,635 480 35,115 480 10 需用費 480 修繕料

建物追加

4 社会教育費 220,907 1,226 222,133 1,226

8 自然教育振 50,034 522 50,556 522 10 需用費 522 修繕料

興費 建物追加

9 カルチャー 40,890 704 41,594 704 10 需用費 704 修繕料

プラザ費 建物追加

5 保健体育費 348,202 1,342 349,544 1,300 42

2 体育施設費 117,586 1,342 118,928 1,300 42 14 工事請負費 1,342 町民球場スタンド内部防水工事追加

⑬ 諸支出金 4,782 23,254 28,036 23,254

1 償還金及び還付 4,782 23,254 28,036 23,254

加算金

2 償還金 732 23,254 23,986 23,254 22 償還金利子 23,254 過年度児童手当負担金返還金 498

及び割引料 過年度障害者医療費道費負担金返還金

132

過年度障害者医療費国庫負担金返還金

9,090

過年度子どものための教育・保育給付費道費

負担金返還金 6

過年度子ども・子育て支援国庫交付金返還金

7,238

補正前予算額 補正予算額 計
一般財源 区分 金額

- 11 -
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款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

⑬ 1 2 　 22 過年度障害者自立支援給付費等国庫負担金返

還金 2,551

過年度障害者自立支援給付費等道費負担金返

還金 2,699

過年度障害児入所給付費等国庫負担金返還金

138

過年度低所得者保険料軽減国庫負担金返還金

522

過年度子育てのための施設等利用給付国庫交

付金返還金 194

過年度子育てのための施設等利用給付道費交

付金返還金 97

過年度地域診療情報連携推進費国庫補助金返

還金 89

金額
補正前予算額 補正予算額 計

一般財源 区分

- 12 -



２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　１　７　号

令 和 ８ 年 度 北 海 道 介 護 福 祉 学 校 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ８ 年 度 北 海 道 介 護 福 祉 学 校 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ６ ５ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ３ ５ ， ８ ７ ２ 千 円 と す る 。

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ３ 条 地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ３ 表 地 方 債 の 補 正 」 に よ る 。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- 1 -



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

4 繰入金 98,508 365 98,873

1 繰入金 98,508 365 98,873

歳　　入　　合　　計 135,507 365 135,872

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

1 教育費 134,681 365 135,046

1 介護福祉学校費 134,681 365 135,046

歳　　出　　合　　計 135,507 365 135,872

- 2 -



１. 変　　　　更

限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

限 度 額
（ 千 円 ）

起 債 の
方 法

償 還 の
方 法

1. 入浴実習室特殊浴槽改修事業債 6,100
普通貸借・
証券発行及
び証書借入

3.8％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

30年以内
（うち据置
5年以内）
の半年賦ま
たは年賦元
利均等償還
及び半年賦
または年賦
元金均等償
還、ただし
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し、も
しくは繰上
償還するこ
とができ
る。

補正前
に同じ

補正前
に同じ

6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

補正前
に同じ

第３表　地方債の補正

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

利　率
償　還　の

方　法
利　率

- 3 -



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 説明

目

④ 繰入金 98,508 365 98,873

1 繰入金 98,508 365 98,873

1 繰入金 98,508 365 98,873 1 一般会計繰入 365

金

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書

補正前予算額 補正予算額 計

- 4 -



歳　　出

款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

① 教育費 134,681 365 135,046 365

1 介護福祉学校費 134,681 365 135,046 365

1 介護福祉学 134,681 365 135,046 365 8 旅費 365 会計年度任用職員費用弁償追加

校費

一般財源 区分 金額
補正前予算額 補正予算額 計

- 5 -



２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 の

金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　議　案　第　１　８　号

令 和 ８ 年 度 栗 山 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

令 和 ８ 年 度 栗 山 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ５ ５ ， ３ ３ ４ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出

予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ５ １ １ ， １ ２ ４ 千 円 と す る 。

- 1 -



第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入 （単位：千円）

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

4 国庫支出金 356,624 8,664 365,288

1 国庫負担金 231,313 7,266 238,579

2 国庫補助金 125,311 1,398 126,709

5 支払基金交付金 369,783 683 370,466

1 支払基金交付金 369,783 683 370,466

6 道支出金 210,218 762 210,980

2 道補助金 11,969 762 12,731

9 繰越金 1,000 45,225 46,225

1 繰越金 1,000 45,225 46,225

歳　　入　　合　　計 1,455,790 55,334 1,511,124

     歳        出

款 項 補正前予算額 補正予算額 計

4 基金積立金 838 38,949 39,787

1 基金積立金 838 38,949 39,787

5 諸支出金 351 16,385 16,736

1 償還金及び還付加算金 100 16,385 16,485

歳　　出　　合　　計 1,455,790 55,334 1,511,124

- 2 -



歳　　入 （単位：千円）

款 節     

項 説明

目

④ 国庫支出金 356,624 8,664 365,288

1 国庫負担金 231,313 7,266 238,579

1 介護給付費負 231,313 7,266 238,579 2 過年度分 7,266

担金

2 国庫補助金 125,311 1,398 126,709

2 地域支援事業 21,546 1,398 22,944 2 過年度分 1,398

交付金

⑤ 支払基金交付金 369,783 683 370,466

1 支払基金交付金 369,783 683 370,466

2 地域支援事業 12,916 683 13,599 2 過年度分 683

支援交付金

⑥ 道支出金 210,218 762 210,980

2 道補助金 11,969 762 12,731

1 地域支援事業 11,969 762 12,731 2 過年度分 762

交付金

⑨ 繰越金 1,000 45,225 46,225

1 繰越金 1,000 45,225 46,225

1 繰越金 1,000 45,225 46,225 1 前年度繰越金 45,225

区分 金額

歳　入　歳　出　事　項　別　明　細　書

補正前予算額 補正予算額 計

- 3 -



歳　　出

款 財源内訳 節       

項 特定財源 説明

目 国道支出金 地方債 その他

④ 基金積立金 838 38,949 39,787 38,949

1 基金積立金 838 38,949 39,787 38,949

1 介護給付費 838 38,949 39,787 38,949 24 積立金 38,949 介護給付費準備基金積立金

準備基金積

立金

⑤ 諸支出金 351 16,385 16,736 16,385

1 償還金及び還付 100 16,385 16,485 16,385

加算金

1 第１号被保 100 251 351 251 22 償還金利子 251 過年度保険料過誤納還付金及び還付加算金

険者保険料 及び割引料 追加

還付金

2 償還金 - 16,134 16,134 16,134 22 償還金利子 16,134 過年度返還金

及び割引料

一般財源 区分 金額
補正前予算額 補正予算額 計
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認定第１号 

 

令和７年度栗山町一般会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

  地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町一般会計歳入歳出決算を

別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



認定第２号 

 

令和７年度栗山町国民健康保険特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

  地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町国民健康保険特別会計歳

入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



認定第３号 

 

令和７年度北海道介護福祉学校特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

  地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度北海道介護福祉学校特別会計歳

入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



認定第４号 

 

令和７年度栗山町介護保険特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

  地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町介護保険特別会計歳入歳

出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 

 



認定第５号 

 

令和７年度栗山町後期高齢者医療特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



認定第６号 

 

令和７年度栗山町住宅団地造成事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町住宅団地造成事業特別会

計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 

 



認定第７号 

 

令和７年度栗山町工業団地造成事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度栗山町工業団地造成事業特別会

計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



認定第８号 

 

令和７年度栗山町水道事業会計決算の認定 

について 

 

  地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度栗山町水道事業会計決算を別

紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



認定第９号 

 

令和７年度栗山町下水道事業会計決算の認定 

について 

 

  地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度栗山町下水道事業会計決算を

別紙監査委員の意見を付けて、本議会の認定に付する。 



報告第６号 

 

令和７年度栗山町健全化判断比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、令和７年度 

栗山町健全化判断比率について別紙監査委員の意見を付けて、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

 

― 

（１４．７５） 

 

 

― 

（１９．７５） 

 

６．２ 

（２５．０） 

 

  ５７．８ 

（３５０．０） 

 

備考 

 １ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額がないので、それぞれの赤字比率は

「－」で表している。 

 ２ 括弧内は栗山町における早期健全化基準を表している。 

 



栗監査第 １３ 号 

令和８年８月２６日 

 

栗山町長 佐々木  学  様 

    

栗山町監査委員  谷 田 進太郎 

栗山町監査委員  藤 本 光 行 

 

令和７年度栗山町各会計に係る財政健全化審査意見書  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく令和７年度栗山町各会計に係る

健全化判断比率の審査を行なった結果、別紙のとおり報告します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和７年度栗山町一般会計、栗山町国民健康保険特別会計、北海道介護福祉学校

特別会計、栗山町介護保険特別会計、栗山町後期高齢者医療特別会計、栗山町住宅

団地造成事業特別会計、栗山町工業団地造成事業特別会計、栗山町水道事業会計、

栗山町下水道事業会計に係る健全化判断比率  

 

２ 審査の期間 

 自 令和８年７月２４日 

 至 令和８年７月２４日 

 

３ 審査の手続き 

 この審査は、町長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

第２ 審査の結果 

１ 総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。  

（単位：％）  

健全化判断比率  令和７年度  令和６年度  
前年度との 

比   較 

早期健全化 

基    準 

財 政 再 生 

基   準 
備考  

①実質赤字比率  －  －  －  １４．７５  ２０．０   

②連結実質赤字比率 －  －  －  １９．７５  ３０．０   

③実質公債費比率  ６．２  ６．４  ▲０．２  ２５．０  ３５．０   

④将来負担比率  ５７．８  ５９．１  ▲１．３  ３５０．０    

備考：実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額がないので、それぞれの赤字比

率は「－」で表している。  

 

２ 個別意見  

①  実質赤字比率について  

令和７年度の実質赤字比率は赤字額がなく、早期健全化基準１４．７５％を下

回っている。 

②  連結実質赤字比率について  

令和７年度の連結実質赤字比率は赤字額がなく、早期健全化基準１９．７５％

を下回っている。  



③  実質公債費比率について  

令和７年度の実質公債費比率は６．２％となっており、令和６年度より０．２

ポイント改善し、早期健全化基準の２５．０％を下回っている。  

④  将来負担比率について  

令和７年度の将来負担比率は５７．８％となっており、令和６年度より 

１．３ポイント改善し、早期健全化基準の３５０．０％を下回っている。  

 

３ 審査意見  

令和７年度における健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っており、

財政収支が不均衡な状況又はその他の財政状況が悪化した状況とは認められなかっ

た。引き続き財政の健全化に努められたい。  

 

４ 是正改善を要する事項  

 特に指摘すべき事項はない。  



報告第７号 

 

令和７年度栗山町資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、令和７年度 

栗山町資金不足比率について別紙監査委員の意見を付けて、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（単位：％）  

会計の名称 資金不足比率 

水道事業会計 ― 

下水道事業会計 ― 

住宅団地造成事業特別会計 ― 

工業団地造成事業特別会計 ― 

 

備考 

 公営企業会計においては資金不足額がないので、資金不足比率は「－」で表している。 



栗監査第 １４ 号 

令和８年８月２６日 

 

 栗山町長 佐々木  学  様 

    

栗山町監査委員 谷 田 進太郎 

栗山町監査委員 藤 本 光 行 

 

令和７年度栗山町公営企業会計に係る資金不足比率審査意見書 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく令和７年度栗山町水道事業会計、

栗山町下水道事業会計、栗山町住宅団地造成事業特別会計及び栗山町工業団地造成事

業特別会計に係る資金不足比率の審査を行なった結果、別紙のとおり報告します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和７年度栗山町水道事業会計、栗山町下水道事業会計、栗山町住宅団地造成事

業特別会計、栗山町工業団地造成事業特別会計に係る資金不足比率 

 

２ 審査の期間 

 自 令和８年７月２４日 

  至 令和８年７月２４日 

 

３ 審査の手続き 

 この審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

第２ 審査の結果 

１ 総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。  

 （単位：％）  

会計の名称  令和７年度  令和６年度  
前年度との  

比    較  

経営健全化  

基    準  
備考  

①水道事業会計  －  －  －  ２０．０   

②下水道事業会計  －  －  －  ２０．０   

③住宅団地造成  

事業特別会計  
－  －  －  ２０．０   

④工業団地造成  

事業特別会計  
－  －  －  ２０．０   

備考：公営企業会計においては資金不足額がないので、資金不足比率は「－」で表して

いる。 

 

２ 個別意見  

①  水道事業会計資金不足比率について 

令和７年度の資金不足比率は資金不足額がなく、経営健全化基準の２０．０％を

下回っている。 

②  下水道事業会計資金不足比率について 

令和７年度の資金不足比率は資金不足額がなく、経営健全化基準の２０．０％を

下回っている。 

③  住宅団地造成事業特別会計資金不足比率について  

令和７年度の資金不足比率は資金不足額がなく、経営健全化基準の２０．０％を



下回っている。 

④  工業団地造成事業特別会計資金不足比率について  

令和７年度の資金不足比率は資金不足額がなく、経営健全化基準の２０．０％を

下回っている。 

 

３ 審査意見  

令和７年度における資金不足比率は、いずれも経営健全化基準を下回っており、

経営収支が不均衡な状況又はその他の経営状況が悪化した状況とは認められなかっ

た。引き続き経営の健全化に努められたい。 

 

４ 是正改善を要する事項  

 特に指摘すべき事項はない。  



報告第８号 

 

放棄した債権の報告について 

 

 

  栗山町債権管理に関する条例第８条第１項の規定により、別紙調書のとおり町の債権を

放棄したので、同条第２項の規定により本議会に報告する。 

 

 



令和７年度債権放棄調書 

 

会計区分 債権の名称 債権の金額 債権の件数 放棄した事由 

一般会計 給食費負担金 30,000円 1件 所在不明 

水道事業会計 水道料金 26,271円 13件 時効 

合 計 56,271円 14件  

 



報告第９号 

 

令和７年度栗山町内部統制評価報告について 

 

 

  地方自治法第１５０条第４項の規定により、令和７年度栗山町内部統制評価報告書を 

作成したので、同条第６項の規定により、別紙監査委員の意見を付けて、本議会に報告する。 



令和７年度栗山町内部統制評価報告書 

 

栗山町長 佐々木 学 は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行い、

同項に規定する報告書を次のとおり作成した。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

 

 本町においては、令和３年１１月に「栗山町内部統制に関する基本方針（以下、  

｢基本方針｣という。）」を策定し、当該基本方針に基づき、業務に関する内部統制の  

取組、並びにコンプライアンスの推進を含む全庁的な内部統制環境等の整備及び運用

を行うこととしている。 

 令和７年度においては、ＤＸによる業務改革の実施、並びに栗山町職員コンプライ

アンスブックの改訂、コンプライアンス研修会の開催ほか、以下に記載の内部統制環境

等の整備に係る取組を行った。 

 

 ⑴ 業務に関する内部統制 

  ア ＤＸによる業務改革の実施 

業務可視化ツール「ＧｏｖｍａｔｅｓＰｉｔ（ガバメイツピット）」のデータを

活用し、特定した２３の課題業務に対して改善案を策定・実行した。 

また、優先順位に基づき、令和８年度に向けた各種システム等（子ども発達サ

ポートセンター施設運営システム、ＡＩボイスレコーダー、人事給与システム等）

の導入準備を進めた。 

さらに、生成ＡＩ「ｅｘａＢａｓｅ（エクサベース）」を試験導入し、事務効率

化に向けた検証を行った。 

イ ＤＸ推進研修会の開催 

    全職員を対象とした「ＡＩ活用研修」「ＤＸ研修」に加え、若手・中堅職員向け

のワークショップを実施し、リテラシー向上と業務改善の文化醸成を図った。 

 

 ⑵ 全庁的な内部統制環境等の強化 

  ア 栗山町職員コンプライアンスブックの改訂及び周知 

    ＳＮＳの使用に関する遵守事項やトラブル対応策を具体化する改訂を行い、

全職員への周知を通じ意識向上を図った。 

  イ 職員研修の実施 

    全職員を対象に「ダイバーシティ時代のハラスメント防止研修」を実施した

ほか、職階別のｅラーニング環境を整備し、受講を勧奨した。 

  ウ ハラスメント対策の強化 

    社会的な問題となっているハラスメント行為への対策として、実態調査の実

施方針及び「ハラスメント対策指針」の策定方針を決定した。 

 

 

 



２ 評価手続 

 

 令和７年４月～令和８年３月を評価対象期間とし、上記１に記載した、業務に関する

内部統制の取組及び、全庁的な内部統制環境等の整備に関する取組の評価を実施した。 

 なお、本評価にあたっては、行政内部における評価に加え、栗山町職員倫理条例  

第７条の規定により設置した附属機関「栗山町内部統制等推進委員会」からの客観的

な評価も行ったものである。 

 

３ 評価結果 

 

 ⑴ 業務に関する内部統制に関する評価 

   上記「２ 評価手続」に基づき評価を実施した限り、業務に関する内部統制の

取組については、概ね有効に整備及び運用がなされているものと評価する。 

   今後、継続的な業務改革や業務改善を自走できる人材の育成と全庁的な定着へ

の対応などのさらなる取組の充実を要する。 

 

 ⑵ 全庁的な内部統制環境等の強化に関する評価 

   上記「２ 評価手続」に基づき評価を実施した限り、全庁的な内部統制環境等

の強化に関する取組については、概ね有効に整備及び運用がなされているものと

評価する。 

今後、社会的な問題となっているハラスメント行為への対策として、より実効

性の高い防止策と職場環境づくりの取組を要する。 

 

４ 重大な不備（不適切事案の発生等）に関する事項 

 

記載すべき事項はなし。 

 

５ 今後の課題又は取組について 

 

⑴ 業務に関する内部統制 

ア 業務標準化の徹底 

業務改革の目的が「標準化（属人性の排除）」にあることを再徹底し、業務可

視化ツール「ＧｏｖｍａｔｅｓＰｉｔ（ガバメイツピット）」の活用を日常業務

に定着させる。 

イ ＤＸ施策の加速化と効果検証 

  令和８年度に導入する各種システム等の効果を確実に測定し、庁内へのフィ

ードバックを強化することで、職員の改革実感度を高める。 

 

 ⑵ 全庁的な内部統制環境等の強化 

ア ハラスメント対策指針の策定と運用 

  全職員対象の実態調査に基づき、カスタマーハラスメント対応を含む「ハラス

メント対策指針」を策定し、心理的安全性の高い職場づくりを推進する。 



イ 研修受講の必須化 

  ｅラーニングを「業務」として位置づけ、受講率１００％を必須とする運用

を確立する。 

 ウ 対話による組織文化の醸成 

   対話スキル向上やファシリテーター育成などの体系的なアプローチにより、

職場単位での日常的な対話や業務改善が自律的に行われる体制を支援する。 



令和７年度栗山町内部統制評価報告書審査意見書 

 

 

栗山町監査基準に準拠し、地方自治法第１５０条第５項の規定により、同条第４項に

規定する報告書の審査を行ったので、次のとおり意見を付する。  

 

栗監査第 １５ 号 

令和８年８月２６日  

   

栗山町監査委員 谷 田 進太郎 

栗山町監査委員 藤 本 光 行  

  

１ 審査の対象  

  「令和７年度栗山町内部統制評価報告書」 

  

２ 審査の着眼点  

   監査委員による令和７年度栗山町内部統制評価報告書の審査は、栗山町長が作成した

内部統制評価報告書について、栗山町長による評価が評価手続に沿って適切に実施され

たか、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われてい

るかといった観点から審査するものである。  

  

３ 審査の実施内容  

   令和７年度内部統制評価報告書について、栗山町長及び内部統制評価担当課から報告

を受け、栗山町監査委員監査基準に準拠し、「地方公共団体における内部統制制度の導

入・実施ガイドライン」(平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。)

の「Ⅴ 監査委員による内部統制評価報告書の審査」に基づき審査を行った。また、そ

の他の監査等において得られた知見を利用した。  

  

４ 審査の結果  

   令和７年度栗山町内部統制評価報告書について上記２及び３に基づき審査したところ、

町長は、ガイドラインに基づく評価手続に沿って、内部統制の整備、運用の状況につい

て適切に把握し、評価していることを確認した。よって内部統制評価報告書における評

価手続及び評価結果の記載は相当であると判断した。  

  

５ 審査結果を踏まえた意見 

 審査の結果は上記のとおりであるが、監査委員として次のとおり意見を付記する。 

 

業務に関する内部統制については、令和６年度に実施した、業務量調査（業務棚卸）で

課題業務を特定し、業務改善策を策定、実行しているが、一部の職員にとどまっているの

が現状である。今後においても、業務の標準化への取組や、それぞれの業務における課題



に即したＤＸによる業務改革を推進するためには、全職員の意識の醸成が重要であるた

め、継続したＤＸ推進研修会などの取り組みを望む。 

 

 全庁的な内部統制環境等の強化に関することについては、職員研修はｅラーニングによ

る受講環境を整備するなど、受講しやすいよう工夫して取り組まれている。今後において

も効果的な研修の取組を図っていくことを望む。また、社会的な問題となっているハラス

メント対策として、職員コンプライアンスブックの改訂や職員研修会を開催するなど職員

の意識向上を図る取り組みをされている。今後においてもガバナンス強化に向けた継続し

た取組を望む。 

 

 最後に、本年度は監査資料において訂正による差し替えが例年より多く見受けられた。

そのリスク発現の低減を図るためには業務の正確性や業務における法令順守が基本であ

る。 

 職員一人一人が業務に関わる法令等を十分理解して業務にあたる重要性を周知徹底し、

適正に事務を執行していただきたい。 

 



報告第１０号 

 

令和７年度一般財団法人栗山町農業振興公社 

決算の報告について 

 

  地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、令和７年度一般財団法人栗山町農業振

興公社決算について本議会に報告する。 



報告第１５号 
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令和７年度 一般財団法人栗山町農業振興公社事業報告 
自  令和 ７年４月 １日 

 至  令和 ８年３月３１日  

概 要 

 令和７年度における一般財団法人栗山町農業振興公社は、１．事業概要のとおり本町農

業の構造改善と担い手づくりに資するための事業を行い、農業生産性の向上と地域の活性

化を図るなど、本町農業の振興に努めてまいりました。 

 

１．事業概要 

（１）農地流動化対策事業 

 １）農地流動化意向調査の実施 

 ２）マッピングシステムの活用及び農家台帳等の各種情報のデータ更新 

 

（２）農地利用集積計画特例事業 

 １）農地中間保有実績 （継続）1件 

 

（３）地域を担う人材の育成と新規農業参入の推進 

 １）担い手農家育成と活動支援 

  ①くりやま農業未来塾の開講（第 12期生 6名） 

  ②くりやま農業女性塾の開講（塾生 14名） 

  ③若手農業者のプロジェクト活動支援（4Hクラブ） 

 ２）農村人口減少対策と新規農業参入の推進 

  ①新規就農者等受入推進 

○新規就農希望者等面談（53組） 

新・農業人フェアへの出展（東京、大阪 面談 19組） 

北海道新規就農フェアへの出展（札幌 面談 26組） 

公社来所直接面談（3組） 

公社電話、メール面談（5組） 

○農業体験受入（1組） 

○新規就農研修者受入れ（農家研修 2組） 

  ②農業関係機関と連携した新規就農者支援 

○新機就農者巡回指導（2回） 

○新規就農者研修会（21名参加） 

   ○認定新規就農者（0件） 
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（４）営農に関する情報提供と支援 

１）ＩＣＴ農業経営支援（ＲＴＫ自動操舵装置 12件、ドローン 2件） 

２）栗山町スマート農業推進方針策定 

３）バイオスティミュラント資材に係る研修会（19名参加） 

 

（５）栗山町農業振興事業 

 １）ブランド対策事業 

①家畜防疫対策助成事業（1件） 

②牧草地再生対策事業（3件） 

 ２）担い手対策事業 

   ①農業後継者育成支援事業（4件） 

②農業研修受入支援事業（1件） 

 ３）農地対策事業 

   ①低コスト圃場整備助成事業（29件） 

   ②農村景観環境整備事業（6件） 

③有害鳥獣侵入防止電気柵設置支援事業（5件） 

④鹿侵入防護柵設置等助成事業（11団体） 

⑤農地災害復旧等工事助成事業（6件）  

⑥畑地輪作体系確立事業（11件） 

⑦農地維持支援事業（1件） 

 

（６）その他目的を達成するために必要な事業 

１）北海道大学農学部農業経済学科農村調査実習の実施（学生 25名参加、受入農家 7戸） 

２）くりやま農業応援隊の実施（延べ 146名、受入農家 4戸、3地区） 

３）東大むら塾合宿受入（夏合宿 学生 16名参加、受入農家 8戸） 

           （春合宿 学生 11名参加、受入農家 5戸） 

４）農業振興に関する先進的取組の視察研修（農業振興公社理事・監事視察研修） 

５）地域懇談会の開催（140名、21地区） 

 

（７）会議等の開催 

 １）評議員会      5回 

 ２）理事会       5回 

３）監査        2回 

 ４）農業振興推進委員会 2回 

 ５）視察等受入     4件 



一般財団法人　栗山町農業振興公社

内部取引控除

Ⅰ　事業活動収支の部

　　１．事業活動収入

　　　　　基本財産運用収入 23,804 0 23,804

　　　　　事業収入 112,187 25,702,804 25,814,991
　　　　　補助金等収入 0 0 0

　　　　　負担金収入 21,796,000 0 21,796,000

            町負担金

　　　　　　ＪＡ負担金

　　　　　雑収入 197,820 0 197,820

　　　　事業活動収入計 0

　　２．事業活動支出

　　　　　事業費支出 17,165,970 25,667,728 42,833,698

　　　　　　農地流動化対策事業支出　　　　　　

　　　　　　農地利用集積計画特例事業支出

　　　　　　担い手確保・育成事業支出

　　　　　　営農支援事業支出

　　　　　　ブランド対策事業支出

　　　　　　担い手対策事業支出

　　　　　　農地対策事業支出

　　　　　  農地中間保有支出

　　　　　管理費支出 2,180,367 2,324,237 4,504,604

　　　　事業活動支出計 0

　　　　事業活動収支差額 0

Ⅱ　投資活動収支の部

　　　　投資活動収支差額 0 0

Ⅲ　財務活動収支の部

　　　　財務活動収支差額 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0

　　　　当期収支差額 0

　　　　前期末残高 0

　　　　当期末残高 0

0 0

0 0

29,612,876 7,848,309 37,461,185

2,783,474 △ 2,289,161 494,313

26,829,402 10,137,470 36,966,872

0 0

0 0 0

19,346,337 27,991,965 47,338,302

2,783,474 △ 2,289,161 494,313

0 1,200,000 1,200,000

0 23,866,728 23,866,728

7,902,925 0 7,902,925

0 601,000 601,000

1,561,105 0 1,561,105

5,768,625 0 5,768,625

22,129,811 25,702,804 47,832,615

1,933,315 0 1,933,315

4,000,000 0 4,000,000

収 支 計 算 書 総 括 表

（単位：円）

科 目
実施事業等会計
法　人　会　計

そ の 他 会 計 合 計

17,796,000 0 17,796,000

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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一般財団法人　栗山町農業振興公社 （単位：円）

科 目 当　年　度 備 考

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産

　　　　　現金預金 20,174,895

　　　　　未収金 0

　　　　　前払費用 1,173,920

　　　　流動資産合計 21,348,815

　　２．固定資産

　　(１)基本財産

　　　　　定期預金 15,000,000

　　　　基本財産合計 15,000,000

　　(２)特定資産

　　　　　運営基金（普通預金 公社農業振興事業・農地中間保有） 35,091,480

　　　　　中間保有農地 2,494,720

　　　　特定資産合計 37,586,200

   （３）その他固定資産

　　　　　什器備品 1,713,021

　　　　その他固定資産合計 1,713,021

　　　　固定資産合計 54,299,221

　　　　資産合計 75,648,036

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債

　　　　　未払金 554,092

　　　　　預り金 46,559

　　　　流動負債合計 600,651

　　２．固定負債

　　　　　農地中間保有 10,000,000

　　　　固定負債合計 10,000,000

　　　　負債合計 10,600,651

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産 27,586,200

　　　　（うち特定資産への充当額） 27,586,200

　　２．一般正味財産 37,461,185

　　　　（うち基本財産への充当額） 15,000,000

　　　　正味財産合計 65,047,385

　　　　負債及び正味財産合計 75,648,036

貸 借 対 照 表

令和8年3月31日現在
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一般財団法人　栗山町農業振興公社 （単位：円）

科 目

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　 現金預金

　　　　普通貯金  そらち南農業協同組合　本所　公社名義 14,650,806

　　　　　普通貯金そらち南農業協同組合　本所　税金管理口座 13,680

　　　　　普通貯金そらち南農業協同組合　本所　社会保険管理口座 77,530

　　　　　普通貯金そらち南農業協同組合　本所　雇用保険管理口座 32,879

　　　　　普通貯金そらち南農業協同組合　本所　農地中間保有口座 5,400,000

　　　　前払費用  会計ソフト定期契約未経過分他 1,173,920

　　　　流動資産合計 21,348,815

　２．固定資産

　　　 基本財産

　　　　定期貯金　そらち南農業協同組合　本所　公社名義 15,000,000

　　　 基本財産合計 15,000,000

　　　 特定資産

　　　　普通貯金　そらち南農業協同組合　本所　農業振興事業会計名義 7,586,200

　　　　普通貯金　そらち南農業協同組合　本所　農地中間保有会計名義 27,505,280

　　　　中間保有農地 2,494,720

　　　 特定資産合計 37,586,200

　　　 その他固定資産

　　　　什器備品　中山間情報管理システム機器 1,713,021

　　　 その他固定資産合計 1,713,021

　　　 固定資産合計　 54,299,221

　　　 資産合計 75,648,036

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

       未 払 金　   回線使用料等 554,092

       預 り 金　   源泉所得税分 13,680

　　　　　　　 　   社会保険料分 0

　　　　　　　　　  雇用保険料分 32,879

　　　 流動負債合計 600,651

　２．固定負債

　　　 長期預り金　そらち南農業協同組合　本所　農地中間保有会計名義 10,000,000

　　　 固定負債合計 10,000,000

　　　 負債合計 10,600,651

Ⅲ　正味財産 65,047,385

財　産　目　録

令和8年3月31日現在

金 額
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　平成24年度からの「公益法人会計基準」（平成20年4月11日／平成21年10月16日改正内閣府公益認定等

委員会）を適用しています。

　　１．消費税等の会計処理

免税制度適用期間につき税込処理

　　

　　２．会計方針の変更

特になし

　　３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　　小　計

　　４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

なし

なし

小 計 37,586,200 27,586,200 0 10,000,000

財務諸表に対する注記

　　　　運営基金積立金 35,091,480 25,091,480 0 10,000,000

　　運営基金（普通預金） 32,152,056 28,681,320 25,741,896 35,091,480

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

15,000,000 0 0 15,000,000

　　定期預金 15,000,000 0 0 15,000,000

　特定資産

小 計 39,195,376 28,681,320 30,290,496 37,586,200

合 計 54,195,376 28,681,320 30,290,496 52,586,200

科目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

　　基本財産

　　　　定期預金 15,000,000 0 15,000,000 0

小 計 15,000,000 0 15,000,000 0

　　特定資産

　　６．その他

合 計 52,586,200 27,586,200 15,000,000 10,000,000

　　５．重要な後発事象

　　中間保有農地 7,043,320 0 4,548,600 2,494,720

　　　　中間保有農地 2,494,720 2,494,720 0 0
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議案第１９号 

 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型 

保育事業の運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例 

 

栗山町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

目次中「・第５２条」を「―第５２条」に改める。 

第２条第６号中「小規模保育事業 」を「満３歳未満等小規模保育事業 」に改め、「規

定する小規模保育事業」の次に「（同項第３号に掲げる事業を除く。）」を加え、同号の

次に次の１号を加える。 

⑹の２ 満３歳以上限定小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小

規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）をいう。 

第２条第１１号の次に次の３号を加える。 

⑾の２ 教育認定子ども 法第２７条第１項に規定する教育認定子どもをいう。 

⑾の３ 満３歳以上保育認定子ども 法第２７条第１項に規定する満３歳以上保育認定

子どもをいう。 

⑾の４ 保育認定子ども 法第２９条第２項に規定する保育認定子どもをいう。 

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同条第２号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は

満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改める。 

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 第１３条第４項第３号ア（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号ア（イ）中「法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満

３歳以上保育認定子ども」に改め、同号イ中「以下イ」を「以下このイ」に改め、同号イ

（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定



子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号イ（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」

に改める。 

 第１５条第１項第１号中「この号及び次号において」を削る。 

 第２５条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号（幼保連携型認定こ

ども園である特定教育・保育施設の職員にあっては、認定こども園法第２７条の２第１項

各号、学校教育法第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、

同法第２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条の２第１項各号）」に改め

る。 

 第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、

「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満

３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同号又は同条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は

満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」とあるのは「同条第２号」に、「同条第４項第

３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」

を「同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、

「同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」

を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ど

も」に改める。 

第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以

上保育認定子ども」に、「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第１号

又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育

認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第４項第３号イ（ア）中「教育・



保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４項第３号イ

（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ（イ）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ（イ）中「満

３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

第３７条第２項を次のように改める。 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳以上限定小規模保

育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次の各号に掲げる地域型保育事業

の区分に応じ、当該地域型保育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、

満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分し

て定めるものとする。 

⑴ 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保育事業 法第１９

条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

⑵ 事業所内保育事業 法第４３条第３項に規定する労働者等監護満３歳未満小学校

就学前子どもに係る利用定員及びその他の法第１９条第３号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員 

 第３７条に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、満３歳以上

限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員を定めるものとする。 

 第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業

者を除く。）」を、「この章」の次に「（第４３条第１項を除く。）」を加え、同条第４

項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項中「前項に規定する場合においては、」を「前２項の」に、「同項」を「前２

項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、利用の申込

みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を

現に利用している満３歳以上保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、

法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利



用できるよう、選考するものとする。 

 第４０条第２項及び第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に

改める。 

 第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、

同項第３号中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除

く。第６項、第７項、第１１項及び第１２項において同じ。）」を加え、「の提供を」を

「（満３歳以上限定小規模保育を除く。第６項、第７項及び第１２項において同じ。）の

提供を」に、「小学校就学前子ども」を「法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども」

に改め、「以下この号及び」を削り、同条第７項中「のものに限る。）」の次に「又は満

３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を、「行う施設」の次に「又は事業所」を加

え、同条中第１１項を第１２項とし、第８項から第１０項までを１項ずつ繰り下げ、第７

項の次に次の１項を加える。 

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、第１項本文

の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項第３号に係る連携協力を求める

ことを要しない。 

 第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加える。 

 第４６条各号列記以外の部分中「規程」の次に「（第５０条において準用する第２３条

において「運営規程」という。）」を加え、同条第７号中「第３９条第２項」の次に「及

び第３項」を加える。 

 第４７条第１項及び第２項ただし書並びに第４９条第２項中「満３歳未満保育認定子ど

も」を「保育認定子ども」に改める。 

 第５０条中「、第２３条から第２５条まで及び第２７条から第３３条まで」を「及び第

２３条から第３３条まで」に、「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育

認定子ども」を「教育認定子ども」に、「第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは

「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」

と、同条第１項」を「第１４条第１項」に改め、「特定教育・保育に係る」を削り、「以

下同じ。）」を「以下」に改め、「特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地

域型保育を含む。第５０条において準用する次項及び第１９条において同じ。）に係る」

を削り、「第５０条において準用する第１９条において同じ。）」を「第１９条において」



に、「と、第２３条中「運営規程」とあるのは「第４６条に規定する事業の運営について

の重要事項に関する規程」を「と、第２５条中「各号（幼保連携型認定こども園である特

定教育・保育施設の職員にあっては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育

法第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、同法第２８条第

２項において準用する認定こども園法第２７条の２第１項各号）」とあるのは「各号」に

改める。 

 第５１条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別利用地域型保育の基準）」

を付し、同条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事

業者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条

第２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「教育認定子ども」に、「次条第１項」を「第５２条第１項」に、「法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳

以上保育認定子ども」に改め、同条第３項前段中「をいう。次条第３項」の次に「及び第

５２条第３項」を、「この章（」の次に「第３７条第３項、第３９条第３項及び」を加え、

「を含む。次条第３項」を「を含む。第５２条第３項」に改め、同項後段中「この章」の

次に「（第４３条第１項を除く。）」を加え、「同号又は同条第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教

育認定子ども及び満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第

５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用

地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含む。）」に、「第４３条第１項中

「教育・保育給付認定保護者」を「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」に、「法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子

ども」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。以下こ

の条において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、

法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 



２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、

当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳以上保育認定子どもの総数が、第３７条第３項の規定により定められた

利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費を、それぞれ含むものとして、この章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第

４０条第２項を除き、第５０条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及

び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含

む。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第３項中「第１９条第２号」と

あるのは「第１９条第１号」と、「満３歳以上保育認定子どもの」とあるのは「教育認

定子ども又は満３歳以上保育認定子どもの」と、「同号」とあるのは「法第１９条第２

号」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが

優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるの

は「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第

４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」

とあるのは「前３項」とする。 

 第５２条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業

者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改

め、同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第３号に掲げる小学校就学



前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項」を「満３歳未満保育認定子

ども（第５１条第１項」に、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「第４３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「令第４条

第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう」を「特定満３歳以上保育認定

子どもを除く」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第２０号 

 

栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に 

関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

 

（栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「第７条の３」の次に「第２項」を加え、「並びに附則第３条」を削

り、「事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に掲げる事業（以下「満３歳以上

限定小規模保育事業」という。）を行う事業者（以下「満３歳以上限定小規模保育事業

者」という。）にあっては、第１号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同項第３号中

「家庭的保育事業者等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項及

び第７項において同じ。）」を加え、同条第７項各号列記以外の部分中「ものに限る。）」

の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を、「行う施設」の次に「又

は事業所」を加える。 

第１２条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改める。 

第１３条を次のように改める。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１

条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育

保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条におい

て同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保

護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の

必要な措置を講じなければならない。 

第１８条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者にあって

は、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。 



第２３条第２項中「修了した保育士」の次に「（北海道が法第１８条の２７第１項に

規定する認定地方公共団体（以下「認定地方公共団体」という。）である場合には、保

育士又は北海道の区域に係る法第１８条の２９に規定する地域限定保育士（以下「地域

限定保育士」という。））」を加える。 

第２７条中「小規模保育事業Ｂ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」

を、「小規模保育事業Ｃ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」を

加える。 

第２９条第１項中「保育士」の次に「（北海道が認定地方公共団体である場合には、

保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士。次項において同じ。）」を加え、同条

第２項第３号中「児童」の次に「 おおむね１５人につき１人」を、「第６条の３第１

０項第２号」の次に「又は第３号」を加え、「 おおむね１５人につき１人」を削り、

同条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）」

に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤

務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、

心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であ

って、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有する

と認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であっ

て、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれか

に該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」

という。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療

法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（北海道が認

定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をい

い、附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において

同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 



第３１条第１項中「保育士」の次に「（北海道が認定地方公共団体である場合には、

保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士。次項において同じ。）」を加え、同条

第２項第３号中「児童」の次に「 おおむね１５人につき１人」を加え、「 おおむね

１５人につき１人」を削り、同条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、

同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤

務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士

（北海道が認定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る地域限

定保育士をいう。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

第３５条中「第６条の３第１０項」を「第６条の３第１０項第１号」に改める。 

第４３条第１号中「設置し」を「設置」に改める。 

第４４条第１項中「保育士」の次に「（北海道が認定地方公共団体である場合には、

保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士。次項において同じ。）」を加え、同条

第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業

所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ

し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事

業所の保育士（北海道が認定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域

に係る地域限定保育士をいい、附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされ

る者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しな

ければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること



ができる体制を確保しなければならない。 

第４７条第１項中「保育士」の次に「（北海道が認定地方公共団体である場合には、

保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士。次項において同じ。）」を加え、同条

第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業

所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ

し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内保育事

業所の保育士（北海道が認定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域

に係る地域限定保育士をいう。次項において同じ。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること

ができる体制を確保しなければならない。 

 第４８条中「設置し」を「設置」に、「第４８条において準用する第４号」を「第４

号」に改め、「と、同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５号」とあるのは

「第４８条において準用する次号」と読み替えるもの」を削る。 

附則第３条中「家庭的保育事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者及

び」を加え、「第６条本文」を「第６条第１項本文」に改める。 

附則に次の見出し及び４条を加える。 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例） 

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法第

２７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等（満３歳以上限定

小規模保育事業を除く。）が不足していることに鑑み、当分の間、第２９条第２項各

号又は第４４条第２項各号に定める数の合計数が１となる時は、第２９条第２項又は

第４４条第２項に規定する保育士の数は１人以上とすることができる。ただし、配置

される保育士の数が１人となる時は、当該保育士に加えて、保育士と同等の知識及び

経験を有すると町長が認める者を置かなければならない。 

第７条 前条の事情に鑑み、当分の間、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する

保育士の数の算定については、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免



許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に規定する普通免

許状をいう。）を有する者を、保育士とみなすことができる。 

第８条 附則第６条の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する小規

模保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下この条において「小規模保

育事業所Ａ型等」という。）において、開所時間を通じて必要となる保育士の総数が

当該小規模保育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じて置かなければならない

保育士の数を超えるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の

数の算定については、保育士と同等の知識及び経験を有すると町長が認める者を、開

所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければ

ならない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。 

第９条 前２条の規定を適用する時は、保育士（北海道が認定地方公共団体である場合

には、保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいい、第２９条第３項若しく

は第４項若しくは第４４条第３項若しくは第４項又は前２条の規定により保育士と

みなされる者を除く。）を、前２条の規定の適用がないものとした場合の第２９条第

２項又は第４４条第２項により算定される保育士の数の３分の２以上、置かなければ

ならない。 

（栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の一部改正） 

第２条 栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例（令和６年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「当分の間」を「令和１０年３月３１日までの間」に改め、「改正後の

栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例」の次に「（次項に

おいて「家庭的保育事業等基準条例」という。）」を加え、「第４７第２項の規定」を

「第４７条第２項の規定（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する保育

士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）」に改め、「第４７条第２項の規定」の

次に「（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者

の数に関する部分に限る。）」を加え、同項の次に次の１項を加える。 

３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあ

るときは、当分の間、家庭的保育事業等基準条例第２９条第２項、第３１条第２項、

第４４条第２項及び第４７条第２項の規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供する



保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）は、適用しない。この場合におい

て、この条例による改正前の栗山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の

規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部

分に限る。）は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中栗山町家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める条例第１３条の改正規定は、令和８年１２月２５日から施

行する。 



議案第２１号 

 

栗山町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に 

関する基準を定める条例の一部を改正する条例  

 

栗山町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項第１号中「保育士」の次に「（北海道が法第１８条の２７第１項に規定

する認定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る法第１８条の２９

に規定する地域限定保育士）」を加える。 

第１２条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第２２号 

 

栗山町乳児等通園支援事業の設備及び運営に 

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

栗山町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年条例第

２７号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用する法第

２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教

育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において

同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護す

るため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、

継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を

講じなければならない。 

第２２条第１項中「保育士」の次に「（北海道が法第１８条の２７第１項に規定する認

定地方公共団体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る法第１８条の２９に規定

する地域限定保育士。以下この条において同じ。）」を加える。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の次に１条を加える改正規定は、

令和８年１２月２５日から施行する。 



議案第２３号 

 

栗山町景観条例の一部を改正する条例 

 

栗山町景観条例（平成２５年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第１１条中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）の

施行の日から施行する。 



議案第２４号 

 

日赤橋橋梁架換工事の請負契約について 

 

日赤橋橋梁架換工事について、次のとおり請負契約を締結するため、地方自治法第９６

条第１項第５号の規定により本議会の議決を求める。 

  

１、契約の目的  日赤橋橋梁架換工事 

２、契約の方法  指名競争入札 

３、契 約 金 額  ７８，１００，０００円 

４、契約の相手方  栗山町字継立３６８番地５ 

           井沢建設株式会社  

            代表取締役 喜多村 大吾 


